
事業所内保育施設設置・運営等支援助成金支給要領の改正案について 

 

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課 

 

１ 改正の内容 

○ 事業所内保育施設の設置・運営等に係る計画の認定申請の審査及び

休止施設に対する指導の適切な実施 

  事業所内保育施設設置・運営等支援助成金については、平成 24,25

年に会計検査院による会計実地検査が行われた。検査の結果、労働局

は事業所内保育施設の設置・運営等に係る計画の認定申請の審査及び

休止施設に対する指導を適切に行うよう、指摘を受けたこと等から、

本指摘等に対応するため、支給要領を改正する。 

 

【支給要領の改正内容】 

支給要領に、以下の事項について追加を行う。 

・事業所内保育施設の設置、増築に係る計画の認定申請の際に、直近３か年の

財務状況が確認できる資料の提出 

・事業所内保育施設の設置・運営等に係る計画の認定申請の際に、自社で雇用

する労働者の利用希望アンケート結果を含む利用者見込み数の根拠資料の

提出 

・事業所内保育施設の再開計画に基づき再開に向けた取組を行っている期間中

であっても、運営再開の見込みがないと労働局長が判断した場合、助成金の

返還を求める措置 

・平成２６年度以降、事業所内保育施設設置・運営等支援助成金と病院内保育

所への設置・運営に係る補助は、どちらか選択しての受給 

資料３ 



 

＜参考：会計検査院からの処置要求に関する経緯＞ 

・平成 25 年７月 30 日 

会計検査院長職務代行検査官が厚生労働大臣に対し、「事業所内に設置

される保育施設に係る計画の審査等」について改善の処置を要求。 

 

・平成 25 年 11 月７日 

平成 24 年度決算検査報告において、「事業所内に設置される保育施設に

ついて、設置等計画の審査及び保育施設の休止に係る事業主等への指導を

適切に行うことにより、長期的かつ安定的な運営の確保を図るよう改善の

処置を要求したもの」と記述され、会計検査院が当該報告を総理に手交。 

 

・平成 25 年 11 月 19 日 

  財務省が、平成 24 年度決算（＊）を国会に提出。 

  ＊平成 24 年度決算には、平成 24 年度決算検査報告が含まれている。 

 

 

２ 今後の予定 

  平成２６年４月１日  改正支給要領の施行（予定） 



○ 子ども・子育て支援新制度では、教育・保育施設を対象とする施設型給付・委託費に加え、以下の保育を
市町村による認可事業（地域型保育事業）として、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保育給付の対象とし、
多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとすることにしている。

◇小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）

・・・比較的小規模なで家庭的保育事業に近い雰囲気の下、きめ細かな保育を実施

◇家庭的保育（利用定員５人以下）

・・・家庭的な雰囲気の下、少人数を対象にきめ細かな保育を実施

◇居宅訪問型保育

・・・保護者・子どもが住み慣れた居宅において、１対１を基本とするきめ細かな保育を実施

◇事業所内保育

・・・企業等が主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供

居宅訪問型
保育

認
可
定
員

保育の実施場所等

事業所内
保育

小規模保育

家庭的保育

保育者の居宅その他の場所、施設
（右に該当する場所を除く）

保育を必要とする
子どもの居宅

事業所の従業員の子ども
（従業員枠）

＋
地域の保育を必要とする
子ども（地域枠）

５人

１人

６人

１９人

地域型保育事業の位置付け

事業主体：市町村、民間事業者等

事業主体：市町村、民間事業者等 事業主体：市町村、
民間事業者等

事業主体：事業主等

地域型保育事業について
（参考）



【事業所内保育事業における地域枠の設定】

➣以下の表のとおり、概ね１０名ずつの定員区分を設け、各区分ごとに地域枠の定員を概ね１／４～１／３程
度となるよう、固定化し、利用定員の柔軟な変動をしやすくした上で、国として考える基準をお示し、これを踏
まえ、市町村が各地域の実情に応じて決定することができる。（例えば、下記定員区分６～１０名の地域枠に
ついて１名又は２名にするなど）

定員区分 地域枠の定員 目安

１名～１０名

１名～５名 １名

家庭的保育事業×１ヶ所程度６名・７名 ２名

８名～１０名 ３名

１１名～２０名
１１名～１５名 ４名

家庭的保育事業（補助者付き）×１ヶ所程度
１６名～２０名 ５名

２１名～３０名
２１名～２５名 ６名

小規模保育事業（下限）１ヶ所＋１名程度
２６名～３０名 ７名

３１名～４０名 １０名 認可保育所の半分程度（特例保育所と同程度）

４１名～５０名 １２名 小規模保育事業（下限）×２ヶ所

５１名～６０名 １５名 家庭的保育事業（補助者付き）×３ヶ所程度

６１名～７０名 ２０名
認可保育所（下限）×１ヶ所程度（以下２０名で固定）

７１名～ ２０名



家庭的保育事業等の認可基準について

○ 家庭的保育事業等については、現行の事業からの移行や、それぞれの事業形態、特徴等を踏まえ、基準を設定する。

＜主な認可基準＞

家庭的保育事業 事業所内保育事業 居宅訪問型保育事業

職
員

職員数
０～２歳児 ３：１
家庭的保育補助者を置く場合 ５：２

定員２０名以上
保育所の基準と同様

０～２歳児 １：１

資格

家庭的保育者
（＋家庭的保育補助者）

＊市町村長が行う研修を修了した保育士、保
育士と同等以上の知識及び経験を有すると
市町村長が認める者

必要な研修を修了し、保育士、保育
士と同等以上の知識及び経験を有
すると市町村長が認める者

定員１９名以下
小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の基準と同様

設
備
・面
積

保育室等 ０歳～２歳児 １人当たり3.3㎡ －

処
遇
等

給食

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理室
調理員
（３名以下の場合、家庭的保育補助者を置き、
調理を担当すること可）

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員

－

※ 家庭的保育事業、事業所内保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携
施設の設定を求める。（事業所内の卒園後の受け皿に関しては、地域枠の子どものみ対象）

※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。



小規模保育事業の認可基準について

○ 小規模保育事業については、多様な事業からの移行を想定し、Ａ型（保育所分園、ミニ保育所に近い類型）、Ｃ型（家庭的
保育（グループ型小規模保育）に近い類型）、Ｂ型（中間型）の３類型を設け、認可基準を設定する。

○ 特に、Ｂ型については、様々な事業形態からの移行が円滑に行われるよう、保育士の割合を１／２以上としているが、同時
に、小規模な事業であることに鑑み、保育所と同数の職員配置とせず、１名の追加配置を求めて、質の確保を図る。

○ また、保育士の配置比率の向上に伴い、きめ細かな公定価格の設定を検討することで、Ｂ型で開始した事業所が段階的に
Ａ型に移行するよう促し、更に質を高めていくこととしていく。

保育所
小規模保育事業

Ａ型 Ｂ型 Ｃ型

職
員

職員数
０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１

保育所の配置基準＋１名 保育所の配置基準＋１名
０～２歳児 ３：１

（補助者を置く場合、５：２）

資格
保育士
※保健師又は看護師の特例
有（１人まで）

保育士
※保育所と同様、保健師又は
看護師の特例を設ける。

１／２以上保育士
※保育所と同様、保健師又は看
護師の特例を設ける。

※保育士以外には研修実施

家庭的保育者
※市町村長が行う研修を修了した保
育士、保育士と同等以上の知識及
び経験を有すると市町村長が認め
る者

設
備
・面
積

保育室
等

０歳・１歳
乳児室 １人当たり1.65㎡
ほふく室 １人当たり3.3㎡
２歳以上
保育室等 １人当たり1.98㎡

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡
２歳児 １人当たり1.98㎡

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡
２歳児 １人当たり1.98㎡

０歳～２歳児
いずれも１人３．３㎡

処
遇
等
給食

自園調理
※公立は外部搬入可（特区）

調理室
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員

※ 小規模保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を求める。
※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。

＜主な認可基準＞
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